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第２章◆地域経済再生への展望

第１節■景気回復にみられる地域差

¡生産面で地域間のばらつきが大きくなっているが、これは、地域の輸出依存度の違
いや、地域間の需要増加の波及しやすさの違いを反映

¡地域の雇用動向をみると、製造業・建設業の減少が大きい一方、第３次産業で増加
しており、円滑な産業間の労働移動を支援することが重要

第２節■地域間の経済格差とその要因

¡地域間の所得格差は傾向的に縮小しつつあるが、最も所得の高い地域と低い地域の
間には２倍の格差が存在

¡地域間の所得格差を要因分解すると、生産性格差の寄与度が最も大きいが、労働力
率も一定の寄与

¡生産性格差は地域の産業特化の状況や人的資本に依存
¡かつては、失業率の高い地域から低い地域に労働移動が生じ、失業率格差の縮小に
貢献していたが、最近では地域間労働移動が大きく縮小

第３節■地域における構造改革

¡全国市区の個別データを使った財政状況の回帰分析によると、�）職員数の増加、
地方税収の減少、公債比率の上昇、高齢化の進展と財政硬直化が同時にみられる、
�）投資的経費の削減だけでは財政の硬直化を防ぐのに十分でない

¡上と同じデータ・ベースを用いて構造改革特区の認定を受けた市区の特徴を調べる
と、�）財政状況に比較的余裕のある団体が多い、�）行政の透明度、利便度、効
率性向上の取組に関し、特定の指標でみた場合の評価が高い団体が多い。ただし、
第４回認定分（2004年３月）については、改革に慎重だった団体の特区認定も増加

¡我が国を訪れる旅行客数は年間500万人超で、人数は世界的には第33位と少ない。
モデルを使って日本を訪れる旅行客数推計値（理論値）を計測すると、我が国や周
辺国の経済規模や人口に比して、実際の訪日旅行客数は少ない可能性が示唆される
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